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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の

業務並びに当該株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要

な体制（以下、「内部統制システム」という。）及び当該体制の運用状況については以下のとお

りであります。

　

(１）当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制

① 社長を委員長とする「コンプライアンス推進委員会」を設置し、コンプライアンス･マ

ニュアルを作成するとともに、行動規範、行動原則を制定する。

② コンプライアンス推進委員会は、原則として、月１回以上開催し、活動内容について

は、定期的に取締役会及び監査役会へ報告する。各部門においては、コンプライアンス推

進委員を配置し、定期的な研修を実施するとともに、部門内での内部監査を実施する。

③ 組織を横断する各種委員会（リスクマネジメント委員会、コンプライアンス推進委員

会、品質管理委員会、情報セキュリティ委員会、個人情報保護委員会、環境管理委員会）

を設置し、取締役の職務執行が法令及び定款に適合することを確保する。

④ 内部監査部門は、コンプライアンス・マニュアル及びコンプライアンス推進委員会の実

施状況を監査し、他の業務監査を含め定期的に取締役会及び監査役会に監査の結果を報告

する。

⑤ 内部監査部門は、監査実施項目及び実施方法を検証し、監査実施項目に遺漏なきよう確

認し、必要があれば内部監査規程の改訂を行う。

⑥ 企業経営及び日常業務に関する必要なアドバイスを顧問弁護士より受ける体制を構築す

る。

⑦ 「企業倫理ヘルプライン室」を設置し、内部通報及び社員相談に迅速に対応できる体制

を構築する。

⑧ 反社会的勢力に対しては、毅然とした対応を行い一切の関係を持たないことを基本方針

とし、コンプライアンス・マニュアル及び行動原則において社内に周知徹底する。

⑨ 財務報告に係る内部統制を整備・運用し、その有効性を適切に評価報告するための体制

を構築する。
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（当該体制の運用状況）

社長を委員長とする「コンプライアンス推進委員会」を設置し、コンプライアンス・マ

ニュアルを作成するとともに、行動規範、行動原則を制定しています。毎月、コンプライ

アンス推進委員会を開催し、活動状況を確認しています。また、監査役が出席する定例取

締役会にて四半期毎に活動報告を行っています。各部門において、定期的なコンプライア

ンス研修を実施し、監査員監査による内部監査を実施しています。組織を横断する各種委

員会を設置し活動しておりますが、企業を取り巻く環境の変化に対応して各種委員会活動

内容について見直しを実施してまいります。

内部監査部門は、各部門の監査時に業務監査と併せて各部門のコンプライアンス会議の実

施状況を確認し、取締役会及び監査役会に監査の結果を報告しています。

「企業倫理ヘルプライン室」を設置し、企業倫理ヘルプライン（内部通報）規程を制定

しております。対象範囲をグループ会社のパートタイマー、アルバイト等を含む役職員と

し、社内イントラにその内容を掲示するとともに各事業所の掲示板においても掲示を行い

周知徹底を図っています。また、外部窓口も設置しております。

反社会的勢力に対する基本的な考え方及びその整備状況については、コンプライアン

ス・マニュアル及び行動原則において社内に周知し、コーポレート・ガバナンスに関する

報告書により公表しています。

財務報告に係る内部統制については、内部統制評価規程に基づき体制整備と運用状況の

確認を実施し、内部統制報告書を提出しています。

(２) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 取締役及び使用人の職務の執行に係る情報については、情報セキュリティポリシー並び

に情報セキュリティポリシー規程及び文書保存規程に基づき適切に保存及び管理を行い、

必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。

② 文書の保管期間は、法令に特段の定めのない限り、文書保存規程に定めるところによ

る。

③ 文書保存及び管理に係る事務に関しては、総務部長が所管する。

（当該体制の運用状況）

取締役及び使用人の職務の執行に係る情報については、情報セキュリティポリシー並び

に情報セキュリティポリシー規程及び文書保存規程を整備し、適切に保存及び管理してい

ます。

　

(３) 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 事業に関連する内外の様々なリスクを適切に管理し、事業の遂行とリスク管理のバラン

スをとりながら持続的成長による企業価値の向上をめざし、「リスクマネジメント方針」
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を制定し、取締役により構成される「リスクマネジメント委員会」を設置する。

② 「リスクマネジメント委員会」は、組織横断的な各委員会を統括し、当社全体のリスク

マネジメントの運営にあたるとともに、リスクマネジメント体制の整備、運用状況の確認

を行う。

③ 各部門においては、リスクへの適切な対応を行うために、現状を正しく評価し、リスク

の分析と対策の実施等を行い、リスクマネジメントを継続的に改善する。

④ クライシスマネジメントについては、大規模地震対策を制定し、非常事態に迅速に対応

できる体制を構築する。

⑤ 内部監査部門は、内部監査規程に基づき定期的に業務監査を行い、リスク管理状況と併

せて取締役会及び監査役会へ報告をする。

⑥ 内部監査部門の監査により法令･定款違反その他の事由に基づく損失のリスクのある業

務執行行為が発見された場合には、発見されたリスクの内容及びそれがもたらす損失の程

度等について直ちにリスクマネジメント委員会及び担当部門長に通報する体制を構築す

る。

（当該体制の運用状況）
当社では「リスクマネジメント方針」を制定し、「リスクマネジメント委員会」を設置

しております。「リスクマネジメント委員会」は経営会議メンバーにより構成されており、
全社的なリスクマネジメントを行っています。大規模地震を全社共通の主要リスクと考
え、大規模地震対策及び事業継続計画を策定するとともに、定期的にリスクサーベイを実
施し、リスク分析を行っています。今回の新型コロナウイルス感染症の拡大に対しても、
感染拡大を予防するための対応策を実施しております。また、グループ各部門で発生した
事故・トラブル等をリスクマネジメント報告書としてとりまとめ、取締役会で報告し、改
善策や予防策について継続的に検討を行い、対応策を実施しています。

内部監査部門は全部門の業務監査を行い、リスク管理状況と併せて社長あてに監査報告
書を提出し、取締役会、経営会議及び監査役会へ定期的に報告を行っています。

(４) 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 経営理念、経営方針に基づき事業遂行のための年度計画及び中期計画を策定する。

② 職務執行の効率性を向上させ、採算管理の徹底を図るために、各計画の達成状況を検証

し、結果を業務に反映させる。

③ 取締役会規程により定められている事項及びその付議基準に該当する事項についてはす

べて取締役会に付議することを遵守し、原則として、月１回、取締役会を開催する。ま

た、取締役、各本部長並びに常勤監査役を以って構成される経営会議において、経営方

針、経営戦略及び業務執行に関する重要な課題について検討し、その審議を経て速やかな

業務執行を行うものとする。
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④ 取締役会の決定による業務執行については、組織規程（業務分掌）及び職務権限規程等

に基づき権限の委譲を行い、各部門、各レベルの責任者が意思決定ルールに則り適正且つ

効率的に職務の執行を行うこととする。

（当該体制の運用状況）

経営理念、経営方針に基づいた年度計画及び中期計画を策定し、その内容を開示してい

ます。月次で予算と実績を対比して差異を分析し、半期毎にマネジメントレビューを実施

しています。年度計画策定にあたっては、グループ各社、各部門で統一した計画策定のガ

イドラインに基づき、マネジメントレビューを踏まえて課題の見直しを行い、年度計画に

反映する形としています。取締役会は毎月定例に開催され、規程に基づいた議題が付議さ

れています。経営会議は原則毎週開催され、経営方針その他重要な議題を審議し、業務を

速やかに執行しています。

また、社内組織に関しては、経営環境の変化に対応して機構改革を実施しています。

(５) 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 当社及び子会社（以下「グループ各社」という。）は、共通の経営理念の下でグループ

各社相互の協調及び発展をめざす。

② グループ各社の内部統制システムについては、当社の内部統制システムを共通の基盤と

して構築し、グループ各社間での内部統制に関する協議、情報の共有化、指示・要請の伝

達が効率的に行われる体制を構築する。

③ グループ各社の代表取締役等で構成されるグループ経営会議にて情報交換を行い、グル

ープ連結経営の円滑な運営と堅実な発展をめざす。

④ グループ各社の代表取締役は、各社の内部統制システム運用の権限と責任を負う。

（当該体制の運用状況）

「信は万事の本を為す」の理念の下でグループ各社の発展をめざしております。子会社

は当社の内部統制システムを参考に内部統制システムを構築しており、グループ総務部長

会等により、グループ会社間における情報の伝達が行われる体制を構築しています。ま

た、グループ経営会議は定期的に開催され、グループ連結経営に係る予算の内容や業務状

況等についての情報交換を行っています。

イ． 子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社は、子会社の取締役に、重要な人事、資産の取得・譲渡、毎月の業務実績、取締役

会議題その他経営上の重要事項について、グループ経営会議等において定期的に当社へ報

告させるものとする。また、当社は、グループ各社において重要な検討事項が生じた場合

には、グループ各社を横断した委員会を設置するなどして、検討を行う。
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（当該体制の運用状況）

子会社の取締役は、グループ経営会議等において、子会社の経営上の重要事項等につい

て報告しています。

ロ． 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 当社は、グループ会社全体のリスク管理について定める「リスクマネジメント方針」

を制定し、当社リスクマネジメント委員会は、グループ会社全体のリスクマネジメント

の運営にあたるとともに、リスクマネジメント体制の整備、運用状況の確認を行う。

② 子会社は、当社リスクマネジメント委員会が定める方法を参考の上、各社のリスクマ

ネジメントを実施し、その状況を当社リスクマネジメント委員会へ報告する。

（当該体制の運用状況）

当社は、グループ会社全体のリスク管理について定める「リスクマネジメント方針」を

制定しており、当社のリスクマネジメント委員会は、グループ会社全体のリスクマネジメ

ントの運営にあたっています。子会社のリスク管理状況については、当社の子会社兼任役

員により確認され、経営会議等で報告されています。また、グループ各部門で発生した事

故・トラブル等をリスクマネジメント報告書としてとりまとめ、取締役会で報告し、改善

策や予防策について検討を行っています。

ハ． 子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 当社は、当社グループの経営理念、経営方針に基づき、グループ各社の事業遂行のた

めのグループ年度計画及び中期計画を策定する。

② 当社は、子会社に、当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制（前記(４)）に準拠した体制を構築させる。

（当該体制の運用状況）

当社グループの経営理念、経営方針に基づき、グループ全体の年度計画及び中期計画を

策定しています。子会社においても、月次で予算と実績を対比して差異を分析し、半期毎

にマネジメントレビューを実施しています。年度計画策定にあたっては、グループ各社、

各部門で統一した計画策定のガイドラインに基づき、マネジメントレビューを踏まえて課

題の見直しを行い、年度計画に反映する形としています。子会社の取締役会は毎月定例に

開催され、規程に基づいた議題が付議されています。

― 5 ―

2021年05月19日 15時46分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



ニ． 子会社の取締役、監査役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制

① 当社は、当社コンプライアンス・マニュアルを子会社にも適用させるものとする。

② 当社の監査役及び内部監査部門は必要に応じて子会社の監査を実施する。

③ 当社は、子会社が当社からの経営管理・経営指導について、その内容が法令違反やコ

ンプライアンス上問題があると認めた場合には、子会社に、当社の内部監査部門又は当

社の監査役へ報告させることとする。

④ 当社の監査役は定期的にグループ監査役会を開催し、子会社の監査役と意見交換を行

う。

⑤ 当社は、当社の「企業倫理ヘルプライン室」の利用対象をグループ会社にまで拡大

し、グループ全体の内部通報及び社員相談に迅速に対応できる体制を構築する。

（当該体制の運用状況）
子会社では、当社のコンプライアンス・マニュアルを参考に運用しています。当社の監

査役は全ての子会社の監査役を兼任し、内部監査部門は全ての子会社の業務監査を実施し
ています。当社の「企業倫理ヘルプライン室」の利用対象をグループ会社まで拡大すると
ともに、その旨グループ会社の役職員に周知徹底しています。

(６) 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用
人に関する事項
監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、監査役会と協議の上、

当社の使用人の中から監査役補助者を１名以上配置することとする。
（当該体制の運用状況）

該当ありません。
　
(７) 当社の監査役の職務を補助すべき使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項

監査役の職務を補助すべき使用人の人事異動、人事評価、懲戒については、監査役会の
同意を必要とし、取締役からの独立を確保するものとする。
（当該体制の運用状況）

該当ありません。
　
(８) 当社の監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査役の職務を補助すべき使用人は、監査役から命じられた職務に関しては、取締役及
び当該使用人の属する組織の上長等の指揮命令を受けないものとし、もっぱら監査役の指
揮命令に従わなければならない。
（当該体制の運用状況）

該当ありません。
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(９）当社の監査役への報告に関する体制
イ． 当社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制
① 当社の取締役及び使用人は、下記の事項について、発見し次第遅滞なく当社の監査役

に報告する。
ⅰ 職務執行に関する重大な法令･定款違反又は不正行為の事実
ⅱ 会社に著しい損害をおよぼすおそれのある事項
ⅲ 会社の業務又は業績に影響を与える重要な事項

② 当社の取締役及び使用人は、当社の監査役会の定めるところに従い、各監査役の要請
に応じて必要な報告及び情報提供を行う。

③ 当社の監査役は、当社の取締役会、経営会議、その他コンプライアンスに関連する各
種委員会へ出席し、当社の経営、業績及び内部統制に関する重要事項について報告を受
ける。

（当該体制の運用状況）
当社の取締役及び使用人は、監査役の監査に際して、ヒアリングに応じ、また、求め

られる書類の提出等を行い、監査に協力しています。監査役は、取締役会、経営会議、
各種委員会に出席し、重要事項についての報告を受け、出席しなかった会議は、随時議
事録を閲覧し、必要に応じて質問を行い、内容を確認しています。

ロ． 子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査

役に報告をするための体制

① 子会社の全ての役員及び従業員（以下「役職員」という。）は、下記の事項について、

発見し次第、遅滞なく当社の監査役に報告する。

ⅰ 職務執行に関する重大な法令･定款違反又は不正行為の事実

ⅱ 会社に著しい損害をおよぼすおそれのある事項

ⅲ 会社の業務又は業績に影響を与える重要な事項

② 子会社の役職員は、当社の監査役から報告を求められた場合には、速やかに必要な報

告及び情報提供を行う。

（当該体制の運用状況）

子会社の役職員は、当社の監査役の監査に際して、ヒアリングに応じ、また、求めら

れる書類の提出等を行い、監査に協力しています。

　

(10）当社の監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けな

いことを確保するための体制

当社は、当社の監査役へ報告をしたグループ各社の役職員に対し、当該報告をしたこと

を理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社コンプライアンス・マニュ

アルに明記するとともに、グループ各社の役職員に周知徹底する。
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（当該体制の運用状況）

当社は、当社の監査役へ報告をしたグループ各社の役職員に対し、当該報告をしたこと

を理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨をコンプライアンス・マニュアル

に明記しています。また、グループ総務部長会等において、趣旨説明を行い、グループ各

社の役職員への周知徹底を図っています。

　

(11）当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務

の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

① 当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費

用の前払等の請求をしたときは、経理部において審議の上、当該請求に係る費用又は債

務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用

又は債務を処理する。

② 当社は、監査役の職務の執行について生ずる費用等を支弁するため、毎年、一定額の

予算を設ける。

（当該体制の運用状況）

監査役の職務の執行について生じる費用について、職務の執行に必要でないと認められ

た場合を除き、速やかに処理しています。また、監査役の職務の執行について生ずる費用

について、一定額の予算を設けています。

　

(12）その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 当社の代表取締役は、当社の監査役と定期的に会合をもち、業務報告とは別に会社運

営に関する意見の交換のほか、意思疎通を図るものとする。

② 当社の監査役は、当社の会計監査人、内部監査部門とそれぞれ定期的に意見交換を行

い、効率的な監査を実施する。

③ 当社の監査役は、当社の監査役会規則及び監査役監査基準に則り、適法性の監査のみ

ならず、リスク管理、内部統制システムの整備･運用状況を含む取締役の業務執行状況

の監査を行う。

④ 当社の監査役は、必要に応じて、弁護士･会計士等の外部専門家と連携し監査業務の

執行にあたる。

（当該体制の運用状況）

監査役は代表取締役社長と定期的に懇談会を行い、会社運営を中心に意見交換を行って

います。また、会計監査人から法令に基づく事業年度の監査結果について定期報告を受け

るほか、適宜、監査状況を聴取し、内部監査部門から随時、監査報告を受け、意見交換を

行っています。監査役は、各種会議、委員会への出席及び各部門への往査を通じて取締役

の業務執行全般を監査しています。
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連 結 注 記 表

Ⅰ. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項
(１)連結子会社の数 ５社

㈱ヤマタネロジスティクス、㈱ヤマタネロジワークス、山種商事㈱、㈱ヤマタネシステ
ムソリューションズ、山種不動産㈱

(２)非連結子会社
該当する会社はありません。

２．持分法の適用に関する事項
(１)持分法を適用した非連結子会社の数

該当する会社はありません。
(２)持分法を適用した関連会社数

該当する会社はありません。
(３)持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社

該当する会社はありません。
３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。
４．会計方針に関する事項
(１)重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
その他有価証券
時価のあるもの
連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定している）により評価しております。

時価のないもの
移動平均法による原価法により評価しております。
なお、匿名組合出資金については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手
可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっておりま
す。

② デリバティブ
時価法により評価しております。

③ たな卸資産
通常の販売目的で保有するたな卸資産
主として個別法または移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方
法）により評価しております。

(２） 重要な減価償却資産の減価償却の方法

― 9 ―

2021年05月19日 15時46分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



① 有形固定資産（リース資産を除く）
定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備

を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定
額法を採用しております。なお、当社においては賃貸契約に基づいて実施した建物等の
資本的支出に係るものについては、その賃貸期間を耐用年数として定額法を採用してお
ります。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ２～60年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。
③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
主としてリース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しておりま
す。

(３) 繰延資産の処理方法
社債発行費
社債発行費は、社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

(４) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。

② 環境対策引当金
「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」によるＰＣＢ

廃棄物の処理支出に備えるため、処理見積額を計上しております。
(５） 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（11年）による定額法により按分した額を費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（11年）による定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌連
結会計年度より費用処理することとしております。
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(６) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている
金利スワップについては特例処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段：金利スワップ
ヘッジ対象：変動金利借入金

③ ヘッジ方針
個々の取引について内規に則り金利変動リスクをヘッジしており、財務部門で管理を

行っております。
④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動
の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。ただし、特例処理
によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

(７) その他連結計算書類の作成のための重要な事項
① 消費税等の会計処理の方法

消費税及び地方消費税の会計処理については、税抜方式によっており、控除対象外消
費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用として処理しております。

② のれんの償却に関する事項
のれん及び2010年３月31日以前に発生した負ののれんの償却については、定額法によ

っております。償却期間は20年以内の合理的な期間として子会社ごとに決定しておりま
す。

Ⅱ．表示方法の変更に関する注記
（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「有形固定資産」の「器具備品」
は、金額的重要性が乏しくなったため「その他」に含めて表示しております。
（連結損益計算書関係）

前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めておりました「受取補償
金」（前連結会計年度１百万円）は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独
立掲記することとしております。前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」
に含めておりました「社債発行費償却」（前連結会計年度64百万円）は、金額的重要性が
増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。
(「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年3月31日）を

当連結会計年度から適用し、連結注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載してお
ります。
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Ⅲ．会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損
(１) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

減損損失 120百万円、有形及び無形固定資産 81,691百万円
(２) 財務諸表利用者の理解に資するその他の情報
① 算出方法

当連結会計年度に計上した減損損失を除き、減損の兆候がある資産グループについ
て、割引前将来キャッシュ・フローが資産グループの帳簿価額を上回っていることか
ら、減損損失を認識しておりません。

減損の兆候判定における市場価格は、主に社外の不動産鑑定士の評価を、また、減損
の認識判定における割引前将来キャッシュ・フローは、主に社外の不動産鑑定士の評価
に基づく将来時点における正味売却価額をもとに見積もっております。

② 主要な仮定
市場価格及び割引前将来キャッシュ・フローの算出に用いた主要な仮定は、還元利回

り・割引率、比準価格であります。還元利回り・割引率は個々の事業用物件の特性を踏
まえて算定しており、3.5%～18.8%としております。比準価格は取引事例をもとに算定
しております。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
主要な仮定である還元利回り・割引率、比準価格の短期的な変動リスクは低いと見込

んでいるため、翌連結会計年度に減損損失が発生する可能性は低いと考えております
が、資産グループの使用範囲・方法の変化があった場合は、翌連結会計年度に減損損失
が発生する可能性があります。

Ⅳ．追加情報
新型コロナウイルス感染症に対しては、ワクチン接種の他、様々な対策が実施されていま

すが、依然として拡大が続いており、今後の広がり方や収束時期を予想することは困難であ
ります。この様な状況下において、当社グループは、現時点で入手可能な外部の情報等を踏
まえ新型コロナウイルスの事業活動への影響が当連結会計年度と同様に翌連結会計年度中は
継続すると仮定し、会計上の見積りを行っております。

　 なお、新型コロナウイルス感染症による経済活動への影響については不確定要素が多く、
当該見積りの前提や仮定に変更が生じた場合には、当社グループの翌連結会計年度の財政状
態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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Ⅴ． 連結貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 35,921百万円
２．たな卸資産の内訳

商品及び製品 200百万円
仕 掛 品 150
原材料及び貯蔵品 1,236

３．担保に供している資産及び対応する債務
(１) 担保に供している資産

リース投資資産 3,390百万円
投資有価証券 6,778
土 地 26,875
建物及び構築物 7,833
自 己 株 式 114

(２) 対応する債務
短期借入金 6百万円
長期借入金 16,894
上記債務の他に、社債に対する銀行保証1,960百万円があります。

４．事業用土地の再評価に関する事項
土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。
(１) 再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令第２条第１号に定める算定方法のほか、一部の土地に
ついては同施行令第２条第３号に定める算定方法により算定しております。

(２) 再評価を行った年月日
当社：2000年３月31日 山種不動産㈱：2001年３月31日

５．圧縮記帳に関する事項
建物、構築物、機械装置及び器具備品の取得価額から建設補助金等相当額147百万円を

圧縮記帳しております。
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Ⅵ．連結損益計算書に関する注記
減損損失に関する事項

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上し
ております。

場 所 用 途 種 類 減損損失（百万円）

㈱ヤマタネロジスティク
ス（千葉県市川市） 賃 貸 用 不 動 産 建物及び構築物 90

㈱ヤマタネロジスティク
ス（群馬県甘楽郡） 遊 休 地 土 地 13

㈱ヤマタネ（東京都江東
区） 自社利用システム

有形固定資産（その他） 0

無形固定資産（その他） 15

当社グループは、資産のグルーピングに際し、主に管理会計上の区分をキャッシュ・フローを生み出す最小

の単位として捉え、その単位を基礎にグルーピングする方法を採用しております。なお、将来の使用が見込ま

れない資産については個々の物件単位で、処分予定のグルーピングとしております。

賃貸用不動産につきましては、解体撤去工事の決定に伴い、事業の用に供されなくなることが見込まれるた

め帳簿価額を備忘価額まで減額し、当該減少額を減損損失（90百万円）として特別損失に計上しております。

遊休地につきましては、将来の使用が見込まれないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（13百万円）として特別損失に計上しております。なお、回収可能価額は、不動産鑑定評価基

準に基づく正味売却価額を基礎としております。

自社利用システムにつきましては、営業活動から生ずるキャッシュ・フローが継続してマイナスとなってお

り、短期的な回復が見込まれないため、帳簿価額を備忘価額まで減額し、当該減少額を減損損失（16百万円）

として特別損失に計上しております。
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Ⅶ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結

会計年度期首
増 加 減 少

当連結
会計年度末

発 行 済 株 式 普通株式（千株） 11,344 － － 11,344

自 己 株 式 普通株式（千株） 1,020 0 － 1,020

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加０千株であります。

２．配当に関する事項
(１) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金
の総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基 準 日 効力発生日

2020年５月22日
取締役会

普通株式 516 50.00 2020年３月31日 2020年６月９日

(２) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と
なるもの

決 議 株式の種類
配当金
の総額

（百万円）

配当金
の原資

１株当たり
配当額
（円）

基 準 日 効力発生日

2021年５月14日
取締役会

普通株式 536 利益剰余金 52.00 2021年３月31日 2021年６月３日

Ⅷ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
(１) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全確実を基本方針として、主として短期的な
預金または安全性の高い株式等に限定しております。また、資金調達については銀行借
入及び社債発行によっております。デリバティブ取引については、借入金の金利変動リ
スクを回避するために必要な範囲で金利スワップ取引を行っております。

(２) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び営業未収金、リース投資資産は、顧客の信用リスクに晒

されており、当該リスクに関しては、取引先ごとに与信管理を徹底し、期日管理や残高
管理を定期的に行い、取引先の信用状況を把握する体制としております。
投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を

有する企業の株式であり、定期的に時価や発行体の財務状況を把握しております。
営業債務である営業未払金は、その全てが１年以内の支払期日であります。
短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金及び社債は主に設備
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投資を目的とした資金調達であります。長期借入金の一部は、変動金利であるため金利
変動リスクに晒されておりますが、必要な範囲でデリバティブ取引（金利スワップ取
引）によりヘッジしております。
営業債務、借入金及び社債は、流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなる

リスク）に晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次ベースでの資金繰計画
を作成するなどの方法により当該リスクを管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項
2021年３月31日（当社の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。
（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額

時 価 差 額

(1) 現金及び預金 16,529 16,529 －

(2) 受取手形及び営業未収金 5,668 5,668 －

(3) リース投資資産 3,390 3,382 △8

(4)
投資有価証券
その他有価証券

9,269 9,269 －

資産計 34,857 34,849 △8

(5) 営業未払金 2,916 2,916 －

(6) 短期借入金 4,406 4,406 －

(7) 長期借入金 26,004 26,034 29

(8) 社債 28,419 28,618 199

負債計 61,746 61,975 229

(9) デリバティブ取引 － － －

（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
(１）現金及び預金、並びに（２）受取手形及び営業未収金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

(３) リース投資資産
元利金の合計額を同様の新規取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によってお
ります。

(４) 投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(５) 営業未払金、及び（６）短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

(７) 長期借入金（一年以内に返済予定の長期借入金を含む）
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長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社グループの信
用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、
当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該長期借入
金の元利金の合計額（＊）を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定して
おります。
（＊）金利スワップの特例処理の対象とされた長期借入金（下記（９）参照）については、その金

利スワップのレートによる元利金の合計額
(８) 社債（一年以内に償還予定の社債を含む）

当社グループの発行する社債の時価は、市場価格のある社債は市場価格に基づき算定し、市場価格
のない社債のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社グループの信
用状態は発行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、
当該帳簿価額によっており、固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該社債の元利金
の合計額を同様の社債を発行した場合に適用されると考えられる利率で割り引いて現在価値を算定
しております。

(９) デリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されているもの

　 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金として処理されてい
るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記（７）参照）。

（注２） 非上場株式（連結貸借対照表計上額458百万円）及び匿名組合出資金（連結貸借対照表計上額
2,504百万円）は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（４）投資
有価証券」には含めておりません。

　
Ⅸ．賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的
として賃貸オフィスビルや賃貸商業施設及び賃貸倉庫を所有しております。なお、賃貸オ
フィスビル及び賃貸倉庫の一部については、当社及び一部の子会社が使用しているため、
「賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産」としております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
(単位：百万円)

用 途
連結貸借対照表

計上額
時 価

賃貸等不動産 32,643 44,429

賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産 22,540 30,453

（注１） 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であり
ます。

（注２） 当期末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。
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Ⅹ．1株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 3,900円13銭
２．１株当たり当期純利益 197円86銭

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
連結損益計算書上の親会社株主に帰属する当期純利益 2,042百万円
普通株主に帰属しない金額 －百万円
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 2,042百万円
普通株式の期中平均株式数 10,323,994株

　
Ⅺ．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

― 18 ―

2021年05月19日 15時46分 $FOLDER; 19ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



個 別 注 記 表

Ⅰ. 重要な会計方針に係る事項
１．有価証券の評価基準及び評価方法

(１) 子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法により評価しております。

(２) その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定している）により評価しております。
時価のないもの
移動平均法による原価法により評価しております。

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法
デリバティブ：時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法
通常の販売目的で保有するたな卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
販売用不動産…個別法
商品及び製品…個別法又は移動平均法
仕掛品 …個別法
原 材 料…個別法
貯 蔵 品…個別法

４．固定資産の減価償却の方法
(１) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設
備を除く）並びに2016年４月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物について
は、定額法を採用しております。なお、賃貸契約に基づいて実施した建物等の資本
的支出に係るものについては、その賃貸期間を耐用年数として定額法を採用してお
ります。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ２～50年

(２) 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ
る利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。

(３) リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
主としてリース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しており
ます。
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５．繰延資産の処理方法
社債発行費
社債発行費は、社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

６．引当金の計上基準
(１) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

(２) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基
づき計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属
させる方法については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（11年）による定額法により按分した額を費用処理しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（11年）による定率法により按分した額をそれぞれ発生
の翌事業年度より費用処理することとしております。

(３) 環境対策引当金
「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」によるＰＣ
Ｂ廃棄物の処理支出に備えるため、処理見積額を計上しております。

７．ヘッジ会計の方法
(１) ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしてい
る金利スワップについては特例処理によっております。

(２) ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段：金利スワップ
ヘッジ対象：変動金利借入金

(３) ヘッジ方針
個々の取引について内規に則り金利変動リスクをヘッジしており、財務部門で管理
を行っております。

(４) ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変
動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。ただし、特
例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

― 20 ―

2021年05月19日 15時46分 $FOLDER; 21ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



８．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理については、税抜方式によっており、控除対象外消
費税及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理しております。

Ⅱ．表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年3月31日）を当
事業年度から適用し、個別注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

Ⅲ．会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損
(１) 当事業年度の計算書類に計上した金額

減損損失 16百万円、有形及び無形固定資産 49,222百万円
(２) 財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

①算出方法
当事業年度に計上した減損損失を除き、減損の兆候がある資産グループについ

て、割引前将来キャッシュ・フローが資産グループの帳簿価額を上回っているこ
とから、減損損失を認識しておりません。

減損の兆候判定における市場価格は、主に社外の不動産鑑定士の評価を、また、
減損の認識判定における割引前将来キャッシュ・フローは、主に社外の不動産鑑
定士の評価に基づく将来時点における正味売却価額をもとに見積もっております。

②主要な仮定
市場価格及び割引前将来キャッシュ・フローの算出に用いた主要な仮定は、還

元利回り・割引率、比準価格であります。還元利回り・割引率は個々の事業用物
件の特性を踏まえて算定しており、5.0%～18.8%としております。比準価格は取引
事例をもとに算定しております。

③翌事業年度の計算書類に与える影響
主要な仮定である還元利回り・割引率、比準価格の短期的な変動リスクは低いと
見込んでいるため、翌事業年度に減損損失が発生する可能性は低いと考えており
ますが、資産グループの使用範囲・方法の変化があった場合は、翌事業年度に減
損損失が発生する可能性があります。

Ⅳ．追加情報
新型コロナウイルス感染症に対しては、ワクチン接種の他、様々な対策が実施されていま

すが、依然として拡大が続いており、今後の広がり方や収束時期を予想することは困難であ
ります。この様な状況下において、当社は、現時点で入手可能な外部の情報等を踏まえ新型
コロナウイルスの事業活動への影響が当事業年度と同様に翌事業年度中は継続すると仮定
し、会計上の見積りを行っております。
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なお、新型コロナウイルス感染症による経済活動への影響については不確定要素が多く、
当該見積りの前提や仮定に変更が生じた場合には、当社の翌事業年度の財政状態、経営成績
に影響を及ぼす可能性があります。

Ⅴ．貸借対照表に関する注記
１．関係会社に対する債権・債務

短期金銭債権 1,143百万円
長期金銭債権 2,586
短期金銭債務 882
長期金銭債務 116

２．有形固定資産の減価償却累計額 24,322百万円
３．担保に供している資産及び対応する債務

担保に供している資産
投資有価証券 4,813百万円
土 地 13,597
建 物 3,243
自 己 株 式 114

その他、他社の所有不動産（土地235百万円、建物10百万円）を担保に差入れておりま
す。

上記に対応する債務
長 期 借 入 金 6,178百万円

４．土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地
の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

　 ・再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令第２条第１号に定める算定方法に基
　 づき、標準地の公示価格に合理的な調整を行って算出しております。
　 ・再評価を行った年月日…2000年３月31日

Ⅵ．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営 業 収 益 367百万円
仕 入 高 9,124
その他の営業取引高 435
営業取引以外の取引高 143
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Ⅶ．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

普通株式(千株) 1,020 0 － 1,020

（注１）自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加０千株であります。

　
Ⅷ．税効果会計に関する注記
　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産
未払役員退職慰労金 5百万円
退職給付引当金 351
未払賞与 56
減価償却限度超過額 126
未払事業所税 15
未払事業税 30
貸倒引当金繰入限度超過額 107
減損損失累計額 330
資産除去債務 626
その他 116

繰延税金資産小計 1,766
評価性引当額 △491
繰延税金資産合計 1,274
繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △526
その他有価証券評価差額金 △1,288
その他 △1

繰延税金負債合計 △1,815
繰延税金資産の純額 △540
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Ⅸ．関連当事者との取引に関する注記
　

子会社及び関連会社等
（単位：百万円未満切捨)

種

類

会社等
の名称

議決権等
の所有(被
所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子

会

社

㈱ヤマタネロジ
スティクス

所有
直接 100％

当社の貨物運
送取扱業務委
託

運送業務等の委託
(注１)

5,637 営業未払金 608

資金の回収（注２） 285 短 期 貸 付 金 1,044

貸付金の利息（注２） 13

山種不動産㈱
所有
直接 69.5％

当社と連携し
不 動 産 の 販
売・賃貸・管
理等の業務を
運営

資付金の利息（注２）
12

長 期 貸 付 金 2,000

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注１) 取引価格については、市場価格に基づき交渉の上、決定しております。
(注２) 資金の貸付につきましては、市場金利を勘案して利率を決定しております。
(注３) 上記の取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　
Ⅹ．１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 3,521円85銭
２．１株当たり当期純利益 136円83銭

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
損益計算書上の当期純利益 1,412百万円
普通株主に帰属しない金額 －
普通株式に係る当期純利益 1,412百万円
普通株式の期中平均株式数 10,323,994株

　
Ⅺ．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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